
山梨県テクノロジーを活用した業務効率化事業費補助金実施要綱 

 

 

 山梨県テクノロジーを活用した業務効率化事業費補助金の交付に関しては、山梨県テ

クノロジーを活用した業務効率化事業費補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）に

定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（補助金の交付申請） 

第１条 交付要綱第５条の業務改善計画書は、様式第１号のとおりとする。 

 

（補助金の変更承認申請） 

第２条 交付要綱第６条の補助対象事業の内容の変更をしようとする場合は、様式第１号

を準用する。 

 

（業務改善計画書の提出） 

第３条 補助金の交付を受けようとする介護事業所は、交付要綱第５条の規定による申請

書の提出に先立ち、県が別に指定する日までに、以下の書類を提出しなければならない。

なお、次の書類をもとに補助事業を選定した場合の評価点及び順位等は一切公表しない。 

（１）山梨県テクノロジーを活用した業務効率化事業費補助金協議書（様式第２号） 

（２）業務改善計画書（様式第１号） 

（３）導入計画書（様式第１号別紙１） 

（４）導入所要額調書（様式第２号別紙１） 

（５）導入する機器等のカタログ、見積書等、機器の名称・機能・補助要件を満たしてい

ることがわかる書類 

（６）介護ソフトの機能調査結果 

（７）見積書の写し 

(８) その他参考となる書類 

２ 特に活用定着に向けたサポートが必要な介護ロボットやＩＣＴを導入する事業所につ

いては、前項第２号の業務改善計画書の作成や取組の実施にあたって、県が設置する介

護福祉総合支援センター又は国は設置する介護生産性向上に関する相談窓口に相談しな

ければならない。 

 

（実績報告書の提出） 

第４条 交付要綱第８条の事業実績報告書に添える事業実績書は、様式第３号のとおりと

する。 

 

（導入効果報告書の提出） 

第５条 交付要綱第１１条第２項の導入効果報告書は、様式第４号のとおりとする。なお、

毎年度３月３１日を基準日として導入効果報告書を取りまとめ、基準日から１か月以内

に知事へ報告するものとする。 

２ 前項によらず厚生労働省による業務改善に係る効果の報告については、別途、厚生労

働省が指定する方法及び時期に行うものとする。 

   

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和６年７月２６日から施行する。 

 

   附 則 



 （施行期日） 

１ この要綱は、令和７年１月８日から施行する。 

 

 附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和７年７月２２日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 


